















Analysis of media coverage related to bullying 






The purpose of this study is to clarify the characteristics of TV reports on bullying and consider how 
such reports on bullying should be, by analyzing the contents of bullying-related programs based on the TV 
program listings on newspapers. To this end, the authors extracted and analyzed bullying-related programs 
from the TV program listings on newspapers issued from 2014 to 2018. The number of extracted programs 
was 906. The bullying-related programs were broadcasted all year round. Many of the programs that dealt 
with bullying were broadcasted on Fridays/in summers. The most frequent time of the day when the 
bullying-related programs were broadcasted was early morning/morning hours. The most common category 
of the programs dealing with bullying was education and culture with 676 programs, followed by tabloid 
shows with 93 programs and news with 66 programs. In such bullying-related programs, bullying was often 
addressed together with suicide. Among all the bullying-related programs, the number of specialized 
programs that dealt with bullying thoroughly down to preventive actions against the problems was 25. The 
media coverage on bullying may have caused serious tertiary damage to the victims of bullying and their 
families. 
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いじめ防止法が施行された翌年 2014 年 1 月 1 日か
ら 2018 年 3 月 31 日までとした。ただし，2018 年は 3
ヶ月を対象としたため，年次比較を行う場合は除外し
た。分析データは，テレビ番組表内の地上波 6 局（テ











トした。2014 年から 2018 年までの読売新聞縮刷版で
「番組名および紹介」欄を筆者が精査し，該当番組を















906 本あった。図 1 は，いじめ関連番組の年別推移を
示している。2015 年が最も多く 220 本，毎年 207 本
から 220 本の範囲で放送されていた。関連番組の月別
推移を図 2 に示した。平均 17.8 本/月と毎月取り上げら
れていた。2015 年 7 月が 41 本，次いで，2014 年 7 月
および 2015 年 10 月および 2017 年 2 月が 25 本と多か
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表 1  属性別および時系列にみたいじめ関連番組の推移 
 全体 
  N（割合） 
2014 
  N（割合） 
2015 
  N（割合） 
2016 
  N（割合） 
2017 
  N（割合） 
2018 
  N（割合） 
放送局  テレビ局 1 
     民放 
726   80.1 
180   19.9 
181   83.0 
37   17.0 
166   75.0 
54   25.0 
162   78.3 
45   21.7 
176   81.1 
41   18.9 
41   93.2 
3   6.8 
季節     春 (3 月-5 月) 
       夏 (6 月-8 月) 
      秋 (9 月-11 月) 
      冬 (12 月-2 月) 
228   25.2 
237   26.2 
218   24.1 
223   24.6 
55   25.2 
64   29.4 
53   24.3 
46   21.1 
49   22.3 
69   31.4 
58   26.4 
44   20.0 
49   23.7 
48   23.2 
59   28.5 
51   24.6 
56   25.8 
56   25.8 
48   22.1 
57   26.3 
19   43.2 
0   0.0 
0   0.0 
25   56.8 
曜日            月 
          火 
          水 
          木 
          金 
          土 
          日 
48   5.3 
56   6.2 
51   5.6 
50   5.5 
368   40.6 
311   34.3 
22   2.4 
12   5.5 
11   5.0 
11   5.0 
9   4.1 
106   48.6 
63   28.9 
6   2.8 
13   5.9 
19   8.6 
12   5.5 
20   9.0 
91   41.4 
59   26.8 
 6   2.7 
10   4.8 
6   2.9 
14   6.8 
14   6.8 
99   47.8 
60   29.0 
4   1.9 
12   5.5 
17   7.8 
14   6.5 
7   3.2 
61   28.1 
101   46.5 
5   2.3 
1   2.3 
3   6.8 
0   0.0 
0   0.0 
11   25.0 
28   63.6 
1   2.3 




578   63.8 
58   6.4 
248   27.4 
22   2.4 
124   56.9 
12    5.5 
77   35.3 
5    2.3 
140   63.6 
20   9.1 
54   24.5 
6   2.7 
120   58.0 
9   4.3 
72   34.8 
6   2.9 
156   71.9 
13   6.0 
43   19.8 
5   2.3 
38   86.4 
4   9.1 
2   4.5 
0   0.0 









676   74.6 
66   7.3 
93   10.3 
51   5.6 
8   0.9 
8   0.9 
0   0.0 
4   0.4 
174   79.8 
10   4.6 
15   6.9 
14   6.4 
2   0.9 
3   1.4 
0   0.0 
0   0.0 
155   70.5 
18   8.2 
37   16.8 
6   2.7 
3   1.4 
1   0.5 
0   0.0 
0   0.0 
155   74.9 
13   6.3 
19   9.2 
15   7.2 
2   1.0 
3   1.4 
0   0.0 
0   0.0 
154   71.0 
23   10.6 
22   10.1 
14   6.5 
1   0.5 
1   0.5 
0   0.0 
2   0.9 
38   86.4 
2   4.5 
0   0.0 
2   4.5 
0   0.0 
0   0.0 
0   0.0 












































































































































































































40 いじめに関連するメディア報道の分析―新聞紙のテレビ番組表からみた報道の実態― 資料 4 
 







放送局別ではテレビ局 1 が 726 本（80.1％），他民放
局が 180 本（19.9％）であった。なお，民放局はテレ 
ビ局 2 が 29 本，テレビ局 3 が 43 本，テレビ局 4 が
55 本，テレビ局 5が 11 本，テレビ局 6 が 42 本の内訳
であった（図 3）。 
季節では夏が 237 本（26.2％）次いで春が 228 本





















図 4  いじめ関連番組の放送時間帯 
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次いでワイドショー93 本（10.3％），ニュース 66 本
（7.3％）の順でいじめが多く取り扱われていた。テレ














図 5 は，ネットいじめ関連番組の推移を示している。 
2014 年が 12 本，2015 年が 10 本，2016 年が 8 本， 
 
表 2  テレビ局 1「いじめの問題をテーマにした番組」 
高頻度の構成要素一覧 
2017年が4本であった。 2014年7月が最も多く4本， 
次いで 2014年 8月および 2015年 3月および 2015年
10 月および 2016 年 4 月が 3 本と多かった。ネットい
じめを扱った番組は，テレビ局 1が 3 本，民放局が 31
本あった。なお，民放局はテレビ局 2 が 5 本，テレビ
局 3が 2 本，テレビ局 4が 16 本，テレビ局 5 が 0本，
テレビ局 6 が 8 本の内訳であった。番組の種類で比較
すると，ワイドショーが最も多く 19 本（55.9％），次
いでニュース 10 本（29.4％），教育/教養 3 本（8.8％）
の順であった。番組内容は，ネットいじめの事件や実
態に関するものが最も多く 20 本，ネットいじめの対策
に関するものが 7 本の順であった。 
一事例を 6 回以上繰り返し取り扱った集中事例を抽
出した結果，計 5 例が抽出された。小学生の震災いじ
め 1 例，中学生のいじめ自死 4 例であった（表 3）。 
抽出した番組について専門性の高低を予測し，1．非 
 
図 5  ネットいじめ関連番組の推移 
 
 
表 3  一事例を繰り返し取り扱った番組の分析 
     キーワード             N 
高橋みなみ         5 
討論                        5 
行動宣言                    4 
たかみな          4 
空気                        3 
100 万人（百万人）           3 
中学生                      3 
    先生                        3 
                               時期 
1   中学生のいじめ自死     2015 年夏 
2   中学生のいじめ自死     2015 年秋 
3   中学生のいじめ自死     2016 年秋 
4   小学生の震災いじめ     2016 年冬 
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インターネット関連では，LINE が 19 本（51.4％），




止対策推進法第 28 条第 1 項）ことを規定している。重
大事態に係る事実関係を明確にするための調査が 5 本
（29.4％），次いで第三者委員会が 4 本（23.5％），市
教育委員会が 3 本（17.6％）の順であった。 
国外のいじめが扱われている番組は 4 本であった。














表 4  「いじめ関連番組 専門性の高い番組」 
高頻度の構成要素一覧 
キーワード     N                   ％ 
【社会的問題】 
自殺（自死）     55                 69.6％ 
原発         18                 22.8％ 
不登校         3                  3.8％ 
非行                  1                  1.3％ 
貧困                  1                  1.3％ 
震災                1                  1.3％ 
【メンタルヘルス】 
後遺症                3                 60.0％ 
治療              1                 20.0％ 
発達障害              1                 20.0％ 
【インターネット】 
LINE                 19                 51.4％ 
ネット                7                 18.9％ 
拡散                  4                 10.8％ 
スマホ                3                  8.1％ 
SNS                  2                  5.4％ 
さらし                1                  2.7％ 
炎上                  1                  2.7％ 
【教育】 
調査         5                 29.4％ 
第三者委員会          4                 23.5％ 
市教育委員会      3                 17.6％ 
調査委員会            2                 11.8％ 
道徳                  2                 11.8％  




































43藤原　幸子 資料 4 
 
４ 考察 

















































































































１）文部科学省の統計によると，2017 年度に自死した小中高生は 250 人，過去 30 年間で最多だった。これに対








４）読売新聞は，8,350,882 部，全国 5 紙では発行部数 1位である。日本ABC 協会「新聞発行社レポート」 2018













７) Todd Schobel（トッド・ショベル）氏がカナダ人の少女Amanda Todd（アマンダ・トッド）さんの自死のニ
ュースを聞き，いじめによる悲惨な事件をなくしたいという想いで開発されたシステムである。いじめを見つけた
り受けたりした際に，匿名で報告・相談を行うことができ，2014 年 8 月のリリース後，アメリカでは 2016 年 9
月現在 6,000 校，300 万人に活用されている。日本では 2016 年 6 月に大阪の羽衣学園中学校で導入された。CNN
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